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第 ７ 期 決 算 公 告
令和７年６月２日
福岡県行橋市西宮市二丁目13番１号

株式会社ベスタクト・ソリューションズ
代表取締役社長 林 芳治

貸借対照表の要旨(令和７年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,054,146
固 定 資 産 430,244
資 産 合 計 2,484,390

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 792,179
固 定 負 債 118,329
株 主 資 本 1,573,882
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 862,602
利 益 剰 余 金 611,280
その他利益剰余金 611,280
(うち当期純利益) (215,372)
負債・純資産合計 2,484,390

第 52 期決算公告 2025年６月２日
熊本県熊本市南区田迎五丁目４番６号

株式会社アスクメンテナンス
代表取締役 岸野 浩之

貸借対照表の要旨(2025年２月28日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 608,642
固 定 資 産 37,341
合 計 645,983

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 375,435
固 定 負 債 3,118
株 主 資 本 266,337
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 236,337
利 益 準 備 金 1,410
その他利益剰余金 234,927
(うち当期純利益) (48,804)

評価・換算差額等 1,092
合 計 645,983

第 ２ 期 決 算 公 告
令和７年５月 23 日

鹿児島市金生町６番６号
株式会社かぎん共創投資
代表取締役 永仮 克範

貸借対照表の要旨
(令和７年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 37,037
固 定 資 産 727
合 計 37,764

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,552
株 主 資 本 34,211
資 本 金 25,000
利 益 剰 余 金 9,211
その他利益剰余金 9,211
(うち当期純利益) (5,860)
合 計 37,764

第 15 期 決 算 公 告
2025 年６月２日

鹿児島県鹿児島市中央町25番２号
株式会社ニチレイアグリ

代表取締役社長 松田 哲
貸借対照表の要旨(2025年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 65,578
固 定 資 産 227
合 計 65,805

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 36,862
固 定 負 債 74,000
株 主 資 本 45,056
資 本 金 25,000
資 本 剰 余 金 25,000
資 本 準 備 金 25,000
利 益 剰 余 金 95,056
その他利益剰余金 95,056
(うち当期純損失) (7,009)
合 計 65,805

第 38 期 決 算 公 告
令和７年５月 30 日

沖縄県那覇市宮城一丁目14番25号
株式会社ゼンリンインターマップ

代表取締役 大嶺 香
貸借対照表の要旨

(令和７年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 376,851
固 定 資 産 429,231
資 産 合 計 806,083

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 246,359
固 定 負 債 190,532
株 主 資 本 369,191
資 本 金 60,000
利 益 剰 余 金 309,191
利 益 準 備 金 15,000
その他利益剰余金 294,191
(うち当期純利益) (39,048)
負債・純資産合計 806,083

第 30 期 決 算 公 告
令和７年５月 30 日

東京都港区港南二丁目７番19号
一般社団法人東京食肉市場協会

代表理事 小川 一夫
貸借対照表の要旨

(令和７年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 129,167
固 定 資 産 44,995
合 計 174,162

負
債
及
び
正

味
財
産
の
部

流 動 負 債 68,683
固 定 負 債 32,300
負 債 合 計 100,983
一般正味財産 73,179
正味財産合計 73,179
合 計 174,162

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 (分冊の)
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